
は　じ　め　に

　本研究は、平成１６年度と平成１７年度島根県立大学学術教育特別助成金（学長裁量経費）

によるプロジェクトからスタートして、北京市石景山区市政管理委員会徐維功主任の協力

を得て、特に平成１７年８月と１１月に２回わたって、北京市石景山区所管の八角北路社区、

北里社区、海特社区などにて、「大社区」を中心に現地研究調査を行っていた。また、平

成１８年度財団法人北東アジア地域学術交流財団研究助成金（共同プロジェクト研究助成事

業）を受けて、研究プロジェクトメンバー５人で新たに北京市石景山区魯谷社区を考察し、

続いて広西自治区の宜州市と陽朔県で、「村民委員会」について現地研究調査を実施して、

貴重な資料を多く得ている。

　本稿は、平成１６年度「中国の地方行政改革に関する調査研究」と平成１７年度「中国都市

部における＜大社区＞改革に関する調査研究」の研究成果を踏まえ、「中国における地方

自治と地方行政改革に関する調査研究――広西省の「村民委員会」と北京市の「大社区」

を中心に――」による調査成果を加え、中国の「社区」改革ないし「村民委員会」改革の

行方、地方行政改革における都市部と農村部の相互影響、社会主義市場経済体制移行にとっ

ての重要性、このような地方行政改革の北東アジア地域一般に対する意義、及び中国の地

方行政改革研究の課題などを検討している。

　１ ．中国の地方行政体制の変容

　１９４９年１０月新中国成立直後、全国を東北、華北、西北、華東、中南、西南の６大行政区
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（略称大区、道州制のようなもの）および内モンゴル自治区（中央政府に直属）に分け、

行政、経済を管理していた。大行政区の下に、幾つかの省を所管した。１９５４年６月に大行

政区が廃止された後、「省－県－郷鎮」という３層制（Three Tier System）の地方行政体

制が形成された（１９５４年憲法）。このようにして、国務院を頂点とする全国規模の行政権

力ピラミッドのような中央集権的構造を形成した。

　「省－県－郷鎮」の地方行政体制の下で、１９５８年に人民公社化とともに郷は事実上人民

公社に変身した。また、同年、省の出先機関として、省と県の間、「専署」（専員公署）を

設立し、書簡地域を「専区」という。１９７０年には、「専区」は「地区」（Prefecture）に改正

され、省と県の間の地方政府となった。これで、中国の中国の地方行政体制は事実上「省

－地区－県－郷鎮」という４層制（Four Tier System）に変わった。

　また、１９８２年憲法においても、「省－県－郷鎮」の地方行政体制とされているが、同年

に遼寧省で「地区」を「地級市」（City of Prefecture Lebel）に改革するという「市管県」改

革テスト１ を行った。その後江蘇省をはじめ、「市管県」体制は全国で普及して、１９９９年の

公文書（中発１９９９、N０. ２）によって全面的に確立した。このようにして、中国の中国の地

方行政体制は「省－市－県－郷鎮」という４層制となった。

　 ２００５年現在、中国の地方の行政区画は、表１のとおり、特別行政区（香港と澳門）のほ

かに、１級行政区としては、２３省２・４直轄市（１９９７年３月に重慶直轄市新設）・５自治区３ 

がある。なお、１級行政区は３２と、数が過少であり、規模が過大（人口が８，０００万人以上

のものが３つ、７，０００万人以上のものが５つ、５，０００万人以上のものが９つ）との認識から、

地方団体の規模最適化をはかるため、省レベルの地方政府数を３１から５０（そのうち特に直

轄市の増設。現在直轄市は北京、上海、天津及び重慶の４市）まで増設することが議論さ

れている。
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表１　中国の行政区画（２００５）

２３省

１　級 ４直轄市

５自治区

２特別行政区特　別

３３３地区
２　級

２８３地級市

２，８６２県

３　級 ３７４県級市

８５２市轄区

４１，６３６郷鎮

４　級 ６，１５２街道弁事処

１９，５２２鎮



　２級行政区としては、 ３００余りの「地級市」、「地区」という地方政府が設けられている４。

　都市的要素を多く抱えている地域が市というものに対して、県には一部の農村地域も含

まれている。３級行政区には、３，０００近くの県と県級市が含まれているが、都市化の進展

によって県級市が次第に増えてきており、また大都市周辺の県が合併されることによって、

市轄区数も増加している。４級行政区については、複雑に見られる。一般的には、県の下

に、幾つかの４級行政区としての郷（かつての農村人民公社）や鎮（農村部にあって、比

較的に経済社会的集積の多いところ＜町＞で、人口数は５万人以上である）に分けられて

いる。その下に、村（かつての生産大隊）という末端行政補助機関がある。なお、１９９８年

から、郷鎮合併も行われてきて、２００２年末まで、郷鎮数はすでに１５％減少した。表１に見

たとおり、郷鎮合併によって、鎮数が郷数を超えたことが分かる。これは都市化の進展を

示していると思われる。

　中国の地方行政システムは、４層制の「省－市－県－郷鎮」に序列化されているが、事

実上４層制、３層制、２層制が複雑に混在していることは研究調査によって分かった。す

なわち、例えば日本では、全国の地方行政システムがほぼ一律の構成（２層制：都道府県

及び市町村）となっているのに対し、中国の場合は地域によって大きく異なっている。直

轄市では２層制（市、区）と３層制（市、区または県、郷または鎮）、その他の省や少数

民族自治区では３層制（省、地級市、区）と４層制（省、地区または地級市、県または県

級市、郷または鎮）が混在している。例えば、首都である直轄市の北京市においては、市

の下に２層制、３層制が存在する混在型が採られている。この地方制度の上層（Upper 

Tier）に当たるのが北京市政府であるが、それに直属する下位の政府数は１８であり、この

うち１６政府が区、２政府が県（密雲県と延慶県）である。従来の区（東城区、西城区、石

景山区）は二層制（市と区）をして、県および近年県から区に昇格したところでは農村部

を持っており、３層制（市、県、郷鎮）となっている。区は財政権を持っていない。石景

山区を事例として見てみると、区は末端政府となり、各街道弁事処は区の出先機関にすぎ

ない。そして財政については、予算は区で編成、議決され、執行される。つまり、各街道

弁事処の経費は区により配分される。

　従来、中国における地方財政と地方行政の設置は一致していた。すなわち、省から末端

政府の郷鎮までは、各レベルの政府ごとに予算を設けていた。１９９２年に浙江省において、

財政を中心とする「省管県」（省は県を直接に管理すること）という改革テストが行われ、

地級市の財政権を架空化しはじめた。その後、山東省、湖北省などもこのような体制を採

用して、２００４年には、「市管県」改革を始めた遼寧省さえも「省管県」体制へ移行するこ

とになった。また、２００５年１０月中国共産党第１６期中央委員会第５回全体会議（五中全会）

で可決した「第１１次五カ年計画」において、「省管県」改革を勧告している。

　財政権を失った地級市は、省の出先機関となるようである。

　「省管県」改革の展開とともに、地区レベルの地方政府を撤廃する話題も提起された。
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つまり、現行の省・市・県・郷鎮の４層制から省・県・郷鎮の３層制へ減層することも考

えられている。

　また、「省管県」改革の下で、県の権限を強化することも進んでいる。２００６年１１月に行

われた浙江省の改革によって義烏市（県級市）は、中国で最も権限が高い県となっている。

　なお、「市管県」体制の撤廃を反対する意見もある。その理由としては、全国平均して

省に８９県を所管するが、四川省は１８０県、河北省は１７２県を所管する省があり、地級市の管

理権限を取り消すと、省に負担過重になるというおそれがある。また、交通が不便、情報

化が不十分な西部地域では、省は直接に県を管理することが無理だろうかと指摘されてい

る。

　４層制の「省－市－県－郷鎮」という序列では、国庫制度の改正と農業税の撤廃によっ

て、県と郷鎮の間も大きな変容が見られる。従来、国庫制度は段階別に分散したものであっ

て、収入が直ちに国庫に入らず、支出も直ちに資金使用部門まで届かないなど中間段階が

多すぎるため、使い込みや流用などの現象が生じることが多かった。２００２年から国庫集中

受払制度の普及によって、一本化された国庫口座システムが構築され、財政資金がすべて

国庫の単一口座管理システムに組み込まれ、収入が国庫または財政特別口座へ「直行」し、

支出も国庫の単一口座システムを通して財・サービスの提供者または資金使用部門まで「直

行」することになった。これによって、経費においては上位の地方政府による下位の地方

政府への統制が強くなり、各種の使途指定の補助金はもちろん、公務員の給料支払いさえ

も銀行を通して集中するようになった。

　農業税改革については、２００４年から河北省など２８の省において農業税の免除が開始され、

２００６年には、中国では２０００年以上もの歴史がある農業税は撤廃された。

　このようにして、農業税の撤廃や国庫の単一口座制度を施行した郷鎮においては、財政

部門の事務が減少ないしは消滅している。こうした事態は、河北省・淶水県・石亭鎮財政

所等で２００４年夏に行った研究調査の事例によって明確となった。このような視点からみれ

ば、郷鎮の財政部門の撤廃も可能になる。実際にも、各直轄市では事実上財政権は区まで

であり、郷鎮政府と同じレベルの街道弁事処は予算を持っていない。

　郷鎮政府の撤廃がまだ行われることがないが、いくつかの省では、すでに「郷財県管」

（県財政が郷財政を管理すること）体制を施行しており、形式的に「郷鎮財政所」が残っ

ているものの、郷鎮は事実上財政権を失っている。この顕著な事例として、河北省石家荘

市所管の鹿泉市のケースが挙げられる（２００４年夏に実施した調査による）。財政権を失っ

た郷鎮政府は、県の出先機関となるようである。

　つまり、現行の省・市・県・郷鎮の４層制から省・市・県という３層制へ減層すること

も可能になる。

　さらに、いくつかの省では、「郷財県管」体制を施行すると同時に「省管県」体制も採っ

ている。例えば、安徽省がそのよい例である。こうしてきみると、中国の地方行政体制は、

『北東アジア研究』第１３号（２００７年３月）

―　　―4



現行の省・市・県・郷鎮の４層制から省・県という２層制へ減層する可能性もあると考え

られる。

　地方財政の視角からみると、郷鎮の財政権は県へ、地級市の財政権は省へというように

移譲することが財政権の上部集中の動きを意味する。このような財政権の上部集中活動に

よって、上級レベルの財政と比べて、下級レベルの財政は厳しさを増すことになる。「中

央財政蒸蒸日上、省級財政喜気洋洋、市級財政揺揺晃晃、県級財政哭爹喊娘、郷鎮財政精

精光光」（「中央財政はますます向上発展して、省の財政は喜び、地級市の財政は不安定で、

県の財政は厳しくてたまらなく、郷鎮の財政はゼロになっている」ということを表す）と

いう民謡が流行っている。ところが、このような財政統制の強化政策が現在中国の市場経

済化にふさわしいかどうかという点については疑問が残っている。

　２ ．「社区」から「大社区」へ展開する意義

　中国の都市部における「社区」は、最初「居民委員会」から生まれてきたものであって、

欧米の「コミュニティー＝ Community」や、日本の「町内会」や「団地」に近いものであ

るが、少し違っている。「社区」の発展にともなって、住民の社会への参加意識や民主的

意識が高まってきた。これまでは自己管理に「自覚がなかった」市民が、「自覚的に管理

する市民」へと変貌をとげつつある。それにしても、中国の「社区」と外国の「コミュニ

ティー」とを同一視することができない。

　居民委員会５ は街道弁事処（日本の町役場のようなもの）に所管される。１９５４年に「街

道弁事処組織条例」６ の成立に伴って、街道弁事処と居民委員会７ が設置された。区レベル

の政府は、所管の地域をいくつか分け、それが「街道」である。区の出先機関として、街

道弁事処がある。法律では、街道弁事処の設置は、地方各級人民代表大会、及び地方各級

人民政府組織法第６８条第３項８ に基づいて行われるものとなっている。居民委員会は住民

に利益をもたらす地域サービス活動を実施し、居民委員会が所在する区政府または街道弁

事処の行う政策的業務を支援するとされている９。

　１９８０年代中期から、居民委員会をもとに、貧困家庭への救済や身体障害者、老人へのサー

ビスなどを含め、すべての住民に向かって、公共サービスの範囲を次第に広げてきたこと

によって、「社区」の雛型が形成されたといえる。このようにして、居民委員会を単位と

して「社区」を設立した。言い換えれば、居民委員会を「社区」へ移行した。２０００年の「民

政部関于在全国推進城市社区建設的意見」によれば、社区は「一定地域の範囲内に住む人々

によって構成される社会生活共同体」１０ と定義され、社区の範囲は、一般的には社区体制

改革以降の、規模調整後の居民委員会の管轄区を指す。現在の中国では、NGOとNPOの

基盤は、まだ十分に育っていないため、「社区」の事務は、街道弁事処」（町役場に当たる

もの）を通じて県政府に支えられている。

　中国の社区には、いろんな類型があるが、その役割としては、主に公共サービスの提供
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と地方行政に対する補完機能が挙げられる。大部の社区では、公共公益施設の整備も行わ

れている。

　社区サービスは、社区事業の中核となる。従来の社区は居民委員会を単位としたため、

活動範囲には限界がある。いくつかの居民委員会からなる「大社区」は、財力、空間、人

力などの制限を越えることができて、幅広いサービス活動は可能になる。

　例えば、住民生活のための環境保護（例えば、企業の排気、排水、都市の騒音などの問

題の対応）。社区内の緑化活動、緑地建設。交通、郵便、医療保健などのインフラ施設の

建設。治安上の防犯活動。防火（住民消防体系をつくること）、防災、盗難や事故防止活

動を行うこと。住民の養老、失業、医療など社会保険活動。貧困扶助、最低生活保障ライ

ンの確立と実施。幼稚園の開設。老人ホームなどの社会福祉施設の建設、障害者のための

福祉工場等の設立。などは「大社区」で行われている。

　文化教育活動は、社区活動の重要な一環となる。老人学校、放送学校などの設立のほか

に、青少年の学外活動、高齢者の保健、リストラ転職のための研修センター、外来人口の

教育などが含まれる。文化センター、図書館、テレビ局などが設けられる。ダンスグルー

プ、老人読書会、書道社、水墨画社、青少年読書会、遊園地、劇場など、多彩な文化活動

が見られる。

　社区改革は、中国の経済改革特に「単位制度」の崩壊につながるものである。従来の「単

位制度」の下で、定年退職しても、「単位」は年金、医療、住宅などの面倒を見る。「単位

制度」が崩壊してから、定年退職者は大部「単位」を出て、年金があっても「脱藩」のよ

うに無所属になった。このようにして、それまでの社会的地位を失って、不安も生じる。
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社区は、定年退職者らに新しい舞台を提供している。また、これらの定年退職者には、実

力を持つ人は大部「単位」の幹部であり、社区の行政力を高めることになる。つまり、社

区は居民委員会の変身であるが、居民委員会より行政力は強まっている。能力のある定年

退職者は、社区で「第二の青春」を迎えている。言い換えれば、高齢化時代において、中

国の社区は定年退職者を活用していると評価できる。

　社区は、事実上定年退職者たちによって支えられている。彼らは、定年退職前の勤め先

で長年形成された経験を社区に援用している。例えば、八角北里社区は、文化活動で名高

く、文化的社区といわれている。重要な要因の一つとしては、八角北里社区長（主任）は、

定年退職前、北京市石景山区文化局副局長をしていたのである。

　社区事務局の職員は、その専攻性を条件として公募の形で募集して、必ずしも地元の人

ではない。彼らは地方公務員システムに入っていないが、準公務員または嘱託公務員の性

格を持つ。

　従来の居民委員会が変身した社区センターは、役場ではないが、次の写真に見る正式な

事務局を持つことになり、住民自治団体の管理センターの役割を果たすことが見られる。

その事務（例えば、計画出産、外来人口管理、ゴミ処理管理、治安管理）を見ると、役場

のような性格も持っていることが分かる。

　２００３年末には、自主選挙によって２０の「居民委員会」を含む「街道弁事処」による北京

市石景山区魯谷の「大社区」（Big Community）改革も登場した。これは、地方自治の範

囲拡大を意味するため、中国の地方自治の新動向として世界に注目されている。

　「大社区」とは、街道弁事処を単位として設けられた「社区」のことである。

　街道弁事処、１９５４年に「街道弁事処組織条例」１１ によって成立したものである。街道弁

事処と居民委員会が設置した。区レベルの政府は、所管の地域をいくつか分けて、それが

「街道」である。区の出先機関として、街道弁事処である。法律では、街道弁事処の設置は、

地方各級人民代表大会及び地方各級人民政府組織法第６８条第３項１２ に基づいたものである。

　従来、街道弁事処は、市政府が直接管理する出先機関であり、法律に規定されている権

限および上級政府が付与した権限に基づき、組織の利用、指導、指揮、監督、コントロー

ル、調整等の行政方法によって管轄区内の業務を推進している１３。その業務は、主として

行政面の制度の制定や管理、運用面であり、法律の運用、行政、経済、教育等手段の展開

等を扱っている。具体的には以下の業務を担当している。 街道経済の発展と管理。社会公

共福利事業を含む民政業務の展開。 老人サービス、身障者サービス、住民へのコンビニエ

ンスサービスを含んだ居住区サービス。 人口管理。 社会治安の総合的管理。 社会主義精神

文明建設の展開。 行政管理と市政府から委任された関係事項の手続。居民委員会業務の指

導と住民の意見、要求の反映などが挙げられる１４。

　社区改革は全国で進んでいるところ、２００３年１０月に北京市石景山区魯谷街道弁事処は、

街道弁事処（町役場）を役場の呼称まで「社区」へと改革した。その後、「大社区」改革
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は石景山区全域で広げてきた。

　魯谷社区は元 ２々０の居民委員会を持つ街道弁事処であって、中国初の直接選挙による「大

社区」となった。

　「大社区」改革は、「大政府、小社会」から「小政府、大社会」を通じた住民自治体制へ

の転換を意味している。中国の社会主義市場経済体制では、「大社区」改革も、政府、社

会と市場との関係の整合性をとるための試行として大きな意味があり、今後の改革への一

つのモデル・ケースとして認識されるであろう。

　ただし、「大社区」改革においては、住民自治重視の視点のほか、財政が極めて厳しい

状況下で管理体制の合理化を通して事務の効率を向上させると同時に、部署の統合削減、

職員定数の削減等による人件費の抑制なども行われており、これらの改革によって大都市

における２層制のメリットが見られる。

　「大社区」管理センターには、中国共産党の委員会も設置されている。社区は住民自治

の組織として理解すれば、どうして共産党の委員会が必要になるのか、について聞くと、

社区内には共産党員が多いからと答えた。これらの共産党員はいずれも勤め先から定年退

職した後、家の所在地である社区で活躍してきた。よって、社区には、共産党関連の活動

もかなり行われる。例えば、中国全国で施行された共産党員「保先」（先進性を保持する

こと）活動については、八角北里社区は、社区内の多目的ホールで１２回の学習活動（毎月

の１５日）を計画した。

　地方行政レベルでは、「大社区」の元である街道弁事処は、村と同じであるため、理論

的にみれば、「大社区」改革は、農村部における直接選挙による「村民委員会」の都市部

への影響と見なすことができる。
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　３ ．「村民委員会」のモデル

　中国では、１９７８年末からスタートした改革開放以降、「村民委員会」は「社区」より１０年

早く成立した。

　村民委員会の前身は「農村人民公社」であると誤認されたこともある１５。実際に、それ

は「人民公社」より行政レベルが低い生産大隊や生産小隊であった。

　人民公社は中華人民共和国において、１９５８年の「大躍進」にあわせて作られたものであ

る。文化大革命後、１９８２年 憲 法 では、行政単位としての農村人民公社を廃止し、これに

代えて、郷、民族郷を復活するとともに、人民公社を単なる経済組織に改めた。

　１９８０年２月、広西省宜山県三岔公社合寨大隊（現在宜州市屏南郷合寨村）の果地、果作

等の自然村で、治安などの改善を目指し、都市部の「居民委員会」の方法を参考し、世帯

の代表による直接選挙を行い、「村民委員会」を選出して、村民自治をスタートした。こ

れは、中国における初めての「村民委員会」となる。

　１９８２年８月２８日、中共中央委員会は『全国政法工作会議紀要』を下達して、広西省の「村

民委員会」を認めた。また、計画的に農村部において「村民（郷民）委員会」のテストを

行うことについて提出した。１９８２年末まで、農業生産責任制を施行した「生産隊」は９７．７％

になって、人民公社はすでに全面的に崩壊したことを意味して、その再建は不可能になる。

したがって、１９８２年末、中央政府は人民公社を撤廃し、改めに郷村管理体系を設けること

になった。１９８５年春まで、人民公社を郷鎮への改革を完成し、従来の生産大隊と生産小隊

を撤廃し、全国で約８２万の「村民委員会」を設けた。
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　人民公社の郷鎮移行では、３つの方式が上げられる。（１）元の人民公社を郷政府或いは

鎮政府、生産大隊を村民委員会、生産小隊を村民小組に改革する。１９８４年１２月までの統計

では、この方法を採って農村改革を行ったのは５５％占めていた。（２）元の人民公社を区政

府、生産大隊を郷政府、生産小隊を村民委員会に改革する。雲南省、広東省及び広西省な

どはこの方法を採っていた。元の人民公社を区政府、該当の人民公社に所属した「管理区」

を郷政府、生産大隊を村民委員会、生産小隊を村民小組に改革する。湖北省などはこの方

法を採っていた。

　１９８２年憲法において、村民委員会を都市の居民委員会と並んで、「基層の大衆的自治組織」

として位置づけたのである。「居民委員会および村民委員会は、人民調停、治安防衛、公

衆衛生その他の各委員会を置き、その居住区における公共事務および公益事業を処理し、

民間の紛争を調停し、社会治安の維持に協力し、かつ、人民政府に大衆の意見および要求

を反映し、建議する」（１９８２年憲法１１１条）。１９８２年憲法の規定を受けて、１９８７年には「中華

人民共和国村民委員会組織法（試行）」（１９９８年成立）が公表された。１９９５年には「海選」

（直接選挙）が採用され、２００１年には普及された。

　村民委員会及び居民委員会は、村民委員会組織法、居民委員会組織法により規定されて

いる。ただし、それらはそれぞれ農村、都市の住民の自治組織であり、地方政府ではない。

ところが、これら委員会の主任、副主任、委員は、住民の選挙によって選ばれ、委員会は

有権者で構成する住民の会議に対して責任を負うこととなっている。村民委員会にあって

は、村における公共事務と公益事業を実施するとともに、人民政府に対し村民の意見、要

求と建議の提出を行う。

　このようにして、地方自治に関して農村部と都市部との相互影響過程を追跡して、「大

社区」と、「村民委員会」（ちなみに「郷民委員会」、「鎮民委員会」）の直接選挙を比較し

ながら、中国の地方自治の特質を明らかすることができるだろう。

　さて、広西省陽朔県白沙鎮古板村で研究調査を行ったところ、経済連合体の性格を持つ

村民委員会を、新しい村民委員会モデルとして発見した。

　２００６年８月に広西社会科学院にて開いた研究会では、広西社会科学院楊亜非研究員は、

貧困地域における地方自治の可能性と必要性にふれた。楊氏によると、貧困地域では、買

収、利害誘導などの不正行為を抑えがたいため、直接選挙は形式的になる。また、貧困地

域は、経済力が弱いため、公共投資もなく、社会保障の基盤もそろえず、どれ程度の自治

が必要であるかも問題となる。

　広西省宜州市屏南郷合寨村の自治規約をみると、確かに１９８２年憲法に規定された「基層

の大衆的自治組織」のようなものとなるが、当初は治安、衛生、隣人関係および婚姻家庭

に関するものにすぎなかった。２００３年に充実された「村民自治章程」１６ には、経済管理の

ことを組み入れても、主に土地や資産の所有権に関するものであった。
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　これに対して、果物（金柑など）や大理石を主な産物として生産する陽朔県白沙鎮古板

村は、村の経済発展（一人当たりの年収は合寨村の５倍程度）を遂げたあと（すなわち宜

州市屏南郷合寨村の村民委員会が成立した１５年後）、自治活動をはじめ、直接選挙を実施

して「村民委員会」（最初は村公所という）を設けた。古板村「村民委員会」が経済連合

体の機能を持つことは特に目立つ。

　このような村民委員会モデルの発見によって、地方自治と地域の豊かさの関係に関する

理論的な意義を再認識することができ、中国の地方自治研究について新しい結論を得るこ

とも期待できるようである。

　４ ．中国の地方行政改革の研究課題

　理論的に考えると、一般的には地方自治は、国とは別個の独立した地域団体をつくり、

その地域の政治や行政をその団体に任せようという「団体自治」、及び地方の政治や行政は

その地域の住民が自らの意思と責任で処理すべきであるという「住民自治」に区分できる。

　中日両国は自治に関する課題が違っており、日本は「団体自治」、中国は「住民自治」

を重視していると思われている。中国では、約１００年前に農村部において萌芽形態の「住

民自治」（清末中国に行われた郷村自治１７）が一度形成されたことがあり、２０年も前から、

また農村部において「住民自治」は村民委員会の形で進んできている。しかし、「団体自治」

はまだ展開していないようである。その原因を究明することが重要な研究課題となる。

　また、行政と住民との関係を組織的に見れば、地方自治組織は基礎的自治体の組織の一

部として事務を分掌する行政区的タイプ、基礎的自治体の補助的機関を兼ねて事務を処理

する特別地方公共団体とするタイプに分けられる。中国の地方自治体（「村民委員会」や

「大社区」）は、出先機関の役割も果たすため、特別地方公共団体の性格を持つといえる。
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　日本では、「三位一体の改革」という分権化の改革が進められ、その過程で多くの市町

村が合併して新たな市町村となり、この動きは現在も進行中である。また、現在の都道府

県という広域自治体をめぐって、道州制論も盛んに議論されている。ここでの道州制論で

は、様々な可能性が広範に議論の対象となっている。その中には、主権を州が留保してい

るアメリカやドイツのような連邦国家をイメージする議論もある。しかしその一方で、単

一国家として地域社会が統合されている日本では、道州制を議論するにしても、単一国家

を前提にした議論である必要があるとか、都道府県を残したままで、新たに道州を設置す

ること（つまり、現在の２層制の地方自治体を、３層制の地方自治体に改組すること）も

可能であるなどという意見もあり、様々な角度から検討が行われているのが現状である１８。

これに対して、中国には、道州制の経験（建国初頭の大行政区制）があるが、現在道州制

を復活（または導入）する議論はない。ただし、中国では都市化の進展に伴って日本の市

町村合併のような郷鎮合併は盛んに進んでいる。ただし、日本における市町村合併も、中

国における郷鎮合併さらに県合併も、地方自治は広域へ拡大する傾向を考えると、地方自

治の広域化は、どこまで進められるのか。つまり、日中の地方自治に関して、それぞれの

最適規模の問題について実証的研究をする必要がある。

　中国では、「省管県」体制と「郷財県管」体制の進展により、現行の省・市・県・郷鎮

の４層制から省・県・郷鎮の３層制（地級市政府は出先機構化）、または省・市・県とい

う３層制（郷鎮政府は出先機構化）へ減層することが可能になり、さらには省・県という

２層制へ減層することも考えられる。

　日本が３層制へと増層し、中国は３層制へと減層して、つまり中日両国は同じ３層制を

考えること、または、中国が日本のような２層制を考えることは、どういうことを意味す

るのか。理論的に探究する必要がある。ただし、中日両国は同じ３層制になったとしても、

両者は目標が異なるようである。日本のほうは、地方自治を進めるためのものであるのに

対して、中国のほうは、分権的性格があるものの、主に地方行政改革の一環として推し進

められていると捉えられるだろう。

　また、末端政府である郷鎮政府の出先機構化（すなわち「大社区」化）には、地方自治

に関して農村部と都市部との相互影響が見られる。改革開放以降、「村民委員会」は「社区」

より１０年早く成立して、「社区」建設は農村部における「村民委員会」の影響を受けたこ

とによるのに対して、進んでいる郷鎮の「大社区」化は、都市部の地方自治が農村部への

影響といえる。

　「社区」については、特に「大社区」における中国共産党の末端委員会と「大社区」管理

センターとの組織上の関係、区政府（北京）の出先機関となる「大社区」管理センターとの

行政上の関係、「大社区」における社会福祉を中心とする公共サービスのあり方、および

「社区」改革による居民委員会の行政力の強化などをさらに検討することが有意義といえる。

　さて、自主財源は地方自治にとってはなによりも重要である。日本でよく言われる「３
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割自治」や「４割自治」は自主財源による言葉である。現在中国では、末端政府は、村で

はなく、郷鎮である。したがって、村には予算がなく、つまり財政権をもっていない。ま

た、街道弁事処の変身としての「大社区」は地方行政レベルで郷鎮と同じであるが、財政

権をもっていない。これら財政予算をもたない「村民委員会」と「大社区」をどう認識す

ればよいのかは大きな研究課題となる。

　歴史上、清末中国の郷村自治も財政権を持っていないものであった。財政を離れた地方

自治は中国の特徴のある自治といえるだろう。

　さらに、日本の経験を見れば、明治期に行政村が成立したときに、旧村を大字として残

し慣行的な自治機能を認めたことが参考となる。なお、最近の日本の市町村合併において

も、徴税権はないが、地域審議会を置き、旧町村を自治区として認める動きが見られる１９。

　特に、本学所在地である浜田市は北京市石景山区とは姉妹友好関係を持っている。市町

村合併により誕生した新浜田市における「浜田那賀方式自治区」は、日本全国から注目さ

れている。

　「浜田那賀方式自治区」は、本庁支所、予算、自治区長、地域協議会の４つの仕組みか

ら成り立っている。しかし、首長に助役の任命権があるため、公選はしない。住民意見を

反映させるために公選の代わりとして地域協議会からの推薦としている。また、地域協議

会は地方自治法第１３８条の４第３項に基づく附属機関とするので、地域振興基金の形で自

治区予算の要求書作成が可能であるが、「自治区」は事実上財政権を持たない。

　このようにして、過渡的な性格を持つ「浜田那賀方式自治区」と、展開していく北京市

石景山区の「大社区」との比較研究は、意味深い研究課題となる。

　また、財政権を持たない「地方自治」のあり方やその特質を明らかにすることは、理論

においても実践においても重要な研究課題となるだろう。

むすびにかえて

　本稿を通して明らかになったのは、主として以下の６点に要約できる。

　（１）中国では、「省管県」体制と「郷財県管」体制の進展により、現行の省・市・県・

郷鎮の４層制から省・県・郷鎮の３層制（地級市政府は出先機構化）、または省・市・県

という３層制（郷鎮政府は出先機構化）へ減層することが可能になり、さらには省・県と

いう２層制へ減層することも考えられる。日本が３層制へと増層し、中国は３層制へと減

層することは、つまり、増層と減層にみられる逆動きは、どういうことを意味するのか。

理論的に探究する必要がある。ただし、中日両国は同じ３層制になったとしても、両者は

目標が異なるようである。日本のほうは、地方自治を進めるためのものであるのに対して、

中国のほうは、分権的性格を持ち、地方行政改革の一環として推し進めているようである。

　（２）地方財政の視角からみると、中国では、郷鎮の財政権は県へ、地級市の財政権は省

へというように移譲するという財政権の上部へ集中する動きがみられる。このような財政

中国における地方行政改革と地方自治の進展と意義

―　　―13



権の上部集中活動は、分権的でもなく、進んでいる市場経済体制にふさわしいかどうかと

いう疑問が残っている。

　（３）中国の「住民自治」の事例として、都市部の「大社区」も、農村部の「村民自治」

も同様に財政権を持っていない。これこそ、現在中国の地方自治の特徴となるようである。

また、歴史上、財政権を持たない「地方自治」は、清末中国に行われていた郷村自治があげ

られる。日本においても類似な現象が見られる。このような「地方自治」のあり方やその特

質を明らかにすることは、理論においても実践においても大きな意味があるといえる。北京

市石景山区の「大社区」と「浜田那賀方式自治区」は、このような比較研究の事例となる。

　（４）中国の「社区」や「村民委員会」に関する直接選挙の進展や拡大は中国自身の社会

発展だけではなく、北東アジア諸国を含めた国際社会にも重要な意義がある。今後、アジ

アにおける新しい地方自治や地方行政の理解像を提示することも視野に入れようとする。

　（５）街道弁事処の「大社区」化や末端政府である郷鎮政府の出先機構化には、地方自治

に関して農村部と都市部との相互影響が見られる。改革開放以降、「村民委員会」は「社区」

より１０年早く成立して、「社区」建設は農村部における「村民委員会」の影響を受けたこ

とによるのに対して、進んでいる郷鎮の「大社区」化は、都市部の地方自治が農村部への

影響と考えられる。

　（６）陽朔県白沙鎮古板村「村民委員会」を事例に考えると、村の経済発展を遂げたあと、

自治の要望が現れ、直接選挙によって設けた「村民委員会」は、経済連合体の性格を持つ

ため、新しい村民委員会モデルとして認識できる。理論的にみれば、地域の富裕さと地方

自治との相関関係、地域の経済力による地方自治のパータンなどの研究課題を提起したい。

　本稿では、中国北京市石景山区魯谷社区、広西自治区宜州市及び陽朔県地方自治体での

訪問調査を実際に行ったことがその特徴となっている。魯谷社区訪問調査に協力していた

だいた北京市石景山区市政委員会徐維功主任、及び村民委員会訪問調査に直接に支援して

いただいた広西自治区宣伝部崔智友常務副部長、広西社会科学院韋克義院長には厚くお礼

を申し上げたい。

注
１） 「市管県」とは、市（地級市）が県を管理することである。「地区」から「地級市」への転換す

るとき、１地区が２以上の地級市に分けられた場合もある。なお、「地級市」を政府として設立

することは、研究では、憲法には根拠がないという批判もある。

２） １９４９年に設立した平原省、察哈爾省、綏遠省、遼東省、遼西省、松江省、熱河省、西康省など

は、１９５２～１９５５年の間、前後して撤廃・合併された。１９８８年に海南省を新設した。

３） 内モンゴル自治区は１９４９年に成立する。広西チワン族自治区は１９５０年広西省として設立、１９５８

年に広西チワン族自治区に改正した。チベット自治区は１９５１年に「チベット地方」として設立、

１９６５年にチベット自治区が成立した。寧夏回族自治区は１９４９年に寧夏省として設立、１９５８年に寧
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夏回族自治区に改正した。新疆ウイグル自治区は１９４９年に新疆省として設立、１９５５年に新疆ウイ

グル自治区に改正した。

４） 大都市における「市轄区」（市管轄区）は、２級行政区の性格を持つが、地級市の「市轄区」

は３級行政区となる。

５） 居民委員会は都市の大衆的な自治組織であるが、街道弁事処の指導を受ける。

６） １９７９年には「中華人民共和国地方各級人民代表大会和地方各級人民政府組織法」を可決した。

７） 居民委員会は都市の大衆的な自治組織であるが、街道弁事処の指導を受ける。

８） 第６８条の３：市管轄の区、区を設けていない市の人民政府は、一級上の人民政府の承認を得て、

若干の街道弁事処を設立し、その派出機関とすることができる。

 なお、県級市人民政府の所在地は城関鎮と呼ばれる鎮であるが、省級人民政府の派出機関であ

る地区行政公署の批准により、その鎮を撤廃し、代わりに複数の街道弁事処を設置することがで

きる。

９） １９８２憲法第１１１条、城市居民委員会組織法第２条、第３条。

１０） 中国語原本：社区是指聚居在一定地域范围内的人们所组成的社会生活共同体。目前城市社区的

范围，一般是指经过社区体制改革后作了规模调整的居民委员会辖区。

１１） １９７９年には「中華人民共和国地方各級人民代表大会和地方各級人民政府組織法」が可決。

１２） 第６８条の３：市管轄の区、区を設けていない市の人民政府は、一級上の人民政府の承認を得て、

若干の街道弁事処を設立し、その派出機関とすることができる。

 なお、県級市人民政府の所在地は城関鎮と呼ばれる鎮であるが、省級人民政府の派出機関である

地区行政公署の批准により、その鎮を撤廃し、代わりに複数の街道弁事処を設置することができる。

１３） 城市街道弁事処組織条例第１条：都市の住民事務を強化し、政府及び住民の連携を密接にする

ため、市管轄の区及び区を設けない市の人民委員会は、業務上の必要に応じて、居住区事務所を

設け、その出先機関とすることができる。

１４） 城市街道弁事処組織条例第１条：都市の住民事務を強化し、政府及び住民の連携を密接にする

ため、市管轄の区及び区を設けない市の人民委員会は、業務上の必要に応じて、居住区事務所を

設け、その出先機関とすることができる。

１５） 坂健次「中国における「村民委員会」の現状と課題」『関西学院大学社会学部紀要』第９３号、

２００３年。

１６） 「章程」とは、規約のことである。

１７） 清末中国の末端政府が州県であった。関連研究がいくつか挙げられる。例えば、于建嶸『岳村

政治――転型期中国郷村政治結構的変遷』（商務印書館、２００１年１２月）、薛和『江村自治――社会

変遷中的農村基層民主』（江蘇人民出版社、２００４年９月）、魏光奇『官治与自治――２０世紀上半期

的中国県制』（商務印書館、２００４年１０月）、冉綿恵・李慧宇『民国時期保甲制度研究』（四川大学

出版社、２００５年４月）などがそれである。日中比較の立場に立つものとしては、黄東蘭『近代中

国の地方自治と明治日本』（汲古書院、２００４年）がある。

１８） 坂本忠次「「三位一体改革」下の自治と財政を考える」『地方分権と市町村合併を考える』（岡

山自治体学会　会報第２号）、岡山自治体学会、平成１７年３月、第８０－８１ページ参照。

１９） 坂本忠次「「三位一体改革」下の自治と財政を考える」『地方分権と市町村合併を考える』（岡

山自治体学会会報第２号）、岡山自治体学会、平成１７年３月、第７９ページ参照。
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